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　はじめに
　我が国の高齢化率は平成 25 年現在 25.1% を超え、諸外
国に例を見ないスピードで高齢化が進行している。平成
26 年度高齢社会白書において , 要介護認定者は高齢者人
口割合の約 18% であり , 年々増加している 1）。このこと
は , 住み慣れた地域で自立した生活を送るために , 高齢者
自身が自らの健康づくりに取り組む必要があることを示
している。
　高齢者にとって生活の質・生命の質を低下させ、生き
がいを失うきっかけは自分自身の足で歩けなることであ
る 2）ため、高齢者が歩行能力を維持することは重要な
課題である。歩行能力の維持を目的として、地域では運
動教室や転倒予防教室が開催されている。転倒を予防

するためには、下肢筋力やバランス機能のみならず、「転
ばない足づくり」に向けた支援の 1 つとしてフットケ
アの充実や普及が望まれる 3）。また、転倒を防ぐことは
高齢者の「骨折・寝たきり・閉じこもり」という要介
護状態を予防し健康寿命を延ばすために有効であると
報告がある 4）。フットケアと寝たきりの関連を示す研究
は見当たらないが、高齢者にとって転倒は転倒スパイ
ラル状態に陥り、要介護状態や死にいたることもある
ため、転倒予防が介護予防につながるといわれている 4）。
現在フットケアは、エステティックサロン・NPO 法人
で実施されているもの、糖尿病認定看護師によるフッ
トケア外来 5-6）や、地域で公募した高齢者や老人会に参
加した高齢者、生きがいデーサービス参加者などを対
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象に実施したフットケアの報告 7-9）はあるが、地域にお
いてどの程度実施されているか不明である。
　地域における歩行能力の維持に関する事業では、平成
15 年度「介護予防・地域支えあい事業」において「足・
爪のケアに関する事業」が実施されたが、介護予防・日
常生活支援総合事業では継続はされていない 10）。平成 23
年には介護予防・日常生活支援総合事業において、要支
援者・二次予防事業対象者向けの予防事業を、多様なマ
ンパワーや社会資源の活用を図って実施がすすめられる
ことになった 11）。現在、介護予防事業として認知症予防
や運動機能、栄養、口腔などに関する介護予防教室や講
演会は行われているが、フットケアがどの程度実施され
ているか、その実態は不明である。地域包括支援センター
は、高齢者の総合相談や地域支援、虐待防止など様々な
業務を行っており、市町村が運営する直営型地域包括支
援センター（以下直営型）が 3 割、社会福祉法人などが
運営する委託型地域包括支援センター（以下委託型）が
7 割となっている 12）。直営型の課題では、介護予防業務
が難しい。委託型の課題では、人材確保・人材育成が困
難などが挙げられている 13）。本研究では、フットケアの
実施においても直営型と委託型で比較することで現状と
課題が明らかになると考えられる。
　本研究は、高齢者の介護予防事業を行う地域包括支援
センターにおいて、予防事業におけるフットケアの実施
状況と課題を明らかにすることを目的とした。

　研究方法
１．研究対象	
　全国の地域包括支援センター（以下センターとする）
のうち、インターネット上でフットケアを実施している
という情報が得られた 15 都道府県から地域に偏りがな
いよう 7 府県（山形県、埼玉県、神奈川県、富山県、石
川県、京都府、沖縄県）を選択した。対象施設の地域
包括支援センターは、WAMNET（WELFARE AND 
MEDICAL SERVICE NETWORK SYSTE: 独立行政法
人福祉医療機構が運営する福祉保健医療関連の情報を総
合的に提供するウェブ上のサイト）内の介護施設情報に
て掲載されている 7 府県全ての市町村を選択し 882 セン
ターとした。（平成 27 年 1 月 15 日現在）
２．調査期間　
　平成 27 年 9 月
３．調査方法
　郵送による無記名自記式質問紙調査を行った。
４．調査項目
　１）センターの概要　
　　経営主体、所在県名、職員数

　２）フットケアの実施の現状  
　フットケア実施の有無、直近の実施年、実施主体、事
業の企画者、フットケアの位置づけ、実施場所、フット
ケアに関する学習方法、学習内容、担当者、1 回にかけ
る時間、行われる頻度、参加される人数、対象者、参加
者の平均年齢、利用額
　３）フットケア事業の課題
　　今年度以降の実施予定の有無、必要な体制　
５．分析方法
　フットケアの実施の実態と課題について単純集計を
行った。実施機関の特徴を直営型と委託型で Fisher の
直接法により分析を行った。その際、その他、無回答は
除いて検定を行った。有意水準は 5% 未満とした。
６．倫理的配慮
　本調査は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を得て実
施した（612 − 1）。調査用紙の記入と返送をもって研究
参加への同意を得たものとした。

　結果	
１．対象施設の属性	
　調査用紙の送付数は 882 で、返信は 275（回収率
31.2%）、有効回答は 274（有効回答率 99.6%）であっ
た。回答のあったセンターの内訳は、直営型センター 53

（19.3%）、委託型センター 219（79.9%）、その他 2 センター
（0.7%）であった。
２．フットケア実施の現状
　１）フットケアの実施
　平成 15 年度から平成 26 年度においてフットケアを実
施したことのある地域包括支援センターは 274 センター
中 59 センター（21.5%）であった。内訳は、直営型が 5
センター（9.4%）、委託型が 54 センター（24.7%）であった。
　フットケアを実施していたセンターの職員数は、1 〜
5 人が 34 センター（57.6%）で最も多く、次いで 6 〜 10
人 11 センター（18.6%）、11 〜 15 人 3 センター（5.2%）、
その他は 11 センター（18.6%）であった。毎年フットケ
アを実施しているセンターは 59 センター中 19 センター

（32.2%）であった。直近に実施した時期は、平成 25 年
度以前が 23 センター（39.0%）であり、平成 26 年度が
13 センター（22.0%）、平成 27 年度が 13 センター（22.0%）
と同じ割合であった。無回答が 10 センター（17.0%）で
あった。
　２）フットケアの企画（表１）
　フットケアの位置づけは、転倒防止が 36 センター

（61.0%）と最も多く、次いで、運動機能向上が 22 セン
ター（37.3%）であった。フットケアを単独の目的とし
て位置づけているのは 15 センター（25.4%）であった。
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対象としているセンターは 11 センター（18.6%）であっ
た。
　４）フットケアの内容（表 2）
　1 回の参加人数は、1 〜 20 人が 39 センター（66.1%）、
21 人以上が 17 センター（28.8%）であった。参加人数
をセンターの形態別で比較した結果、有意差はみられな
かった。フットケア 1 回にかける時間は、60 分未満が
31 センター（52.5%）、60 分以上が 26 センター（44.1%）
であった。1 回にかける時間をセンターの形態別で比較
した結果、有意差はみられなかった。
　演習内容をフットケアの内容別にみると、足指体操
が 40 センター（67.8%）と最も多く、次いで、足のマッ
サージが 39 センター（66.1%）、足の観察が 32 センター

（54.2%）、爪切りが 22 センター（37.3%）、足浴が 19 セ
ンター（32.2%）などの割合が多かった。演習は 44 セン
ター（74.6%）でいくつかの内容を組み合わせで実施さ
れていた。演習が 1 項目で実施されていたのは 8 セン

企画者は、地域包括支援センターが 48 センター（81.4%）
と 8 割以上であり、他の事業所等への委託は 5 センター

（8.5%）であった。企画者をセンターの形態別で比較し
た結果、有意な差はなかった。担当者は、看護師が 33
センター（55.9%）と最も多かった。次いで、保健師 15
センター（25.4%）、専門職 13 センター（22.0%）などで
あった。その他、介護予防運動指導者、フースフレーガー、
アロマセラピスト、理学療法士があった。
　行われる頻度は、2 か月未満に 1 回が 39 センター

（66.1%）と最も多く、次いで、月に 1 回以上が 8 セン
ター（13.6%）であった。センターの形態別で比較した
結果、直営型が月に 1 回以上の割合が有意に多かった

（P<0.001）。
　３）対象者（表 2）
　対象としている方は、1 次予防対象者が 48 センター

（81.4%）、2 次予防対象者が 36 センター（61.0%）と、予
防事業としての対象者が半数以上であった。要支援者を

表 1　フットケアの企画� n=59
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ター（13.5%）で無回答は 7 センター（11.9%）であった。
組み合わせとして多かったのは、足浴・足の観察・爪切
り・角質の手入れ・足にクリームを塗る・足のマッサー
ジ・足指体操の計 7 項目が 6 センター（10.2%）、足の観
察・足のマッサージ・足指体操の計 3 項目が 6 センター

（10.2%）であった。
　５）フットケア事業の課題
　フットケアを事業の中で今後も実施する予定があるセ
ンターは 34 センター（57.6%）であった。事業を実施す
るうえでの課題や考慮すべきことでは、担当者について
は、人材不足・スタッフの確保が必要であった。予算に
ついては、講師料が高い、資料やグッズを購入したい、
事業として予算を取りたい、測定機器のレンタル料が高
いであった。内容については、足浴のお湯の確保が大変、
機材の手配が大変、参加者が高齢で企画が困難などの回
答があった。フットケアを実施していないセンターで今
年度以降に実施の予定があるのは 1 センター（0.5%）で
あった。
　フットケアを事業の中で行う為に必要な体制は、フッ
トケアの指導ができる専門職のサポートが 136 セン
ター（63.0%）と最も多く、次いで、フットケアの実施
に使用できるパンフレット・資料の利用が 105 センター

（48.6%）、フットケアが指導できる専門職の情報が 92 セ
ンター（42.6%）であった（表 3）。
　全施設への介護予防事業におけるフットケアに関して
の自由記載には、フットケア事業を取り入れたい、フッ
トケアに関しての情報が欲しい、フットケアに関しての

情報が少ない、他の事業が多くてフットケアが出来ない
などがあった。

　考察
１．フットケアの実施について
　本調査において、フットケアを事業として実施したこ
とのある地域包括支援センターは、情報が得られた 7 府
県の中で約 2 割であった。実施している施設や関心のあ
る施設からの回答が多かった可能性を考えると、実際に
はさらに少ない可能性があると考えられる。本調査では、
直営型に比べ委託型の方が 2 ヶ月に 1 回未満と、行われ
る頻度が少ないことが分かった。直営型と委託型では業
務内容に違いはないが、委託型では、単発の事業として
フットケアを実施しているセンターが多い可能性が考え
られた。
　フットケアの位置づけは転倒防止が 6 割以上と最も多
かった。転倒予防は先行研究でも高齢者に必要な支援と
して位置づけがされており 14-15）、本調査の回答機関にお
いても、フットケアを歩行能力の維持に位置づけている
と考えられた。
２．フットケアの運営について
　姫野らの研究ではフットケアは足部の機能・ADL の
維持に不可欠な立位・歩行能力を向上させ、介護予防に
有効である可能性を示唆している 16）。本調査でのフット
ケア事業内容は、約 9 割のセンターが講義と演習を実施
しており、どのセンターも複数のケアを組み合わせて実
施されていた。演習内容は足の観察・足のマッサージ・

表２　フットケアの内容� n=59
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定看護師などの活動範囲拡大が今後の保健医療福祉サー
ビスの質の向上に必要不可欠である 19）と述べている。地
域での高齢者のフットケアも同様で、専門職が活動範囲
を拡大し、センターが専門職のサポートを受けることが
望まれる。
　今後は、フットケアが介護予防事業の 1 つとして専門
職のサポートを受け、現在行われている運動教室や転倒
予防教室の中に簡単なフットケアを取り入れる事が出来
れば、更にフットケアが継続して行われるのではないか
と考える。また地域包括ケアシステムの構築に向けて専
門職が地域と連携し、事業を支える体制作りが必要であ
る。地域包括支援センターだけではなく、自治会、ボラ
ンティア、NPO、民間団体の協力を得て、介護予防とし
てのフットケアを実施する可能性を検討することが必要
ではないかと考える。
３．研究の限界
　本調査では、全国から 7 府県を対象としたが、回収率
が低かったこと、フットケアを実施している施設が少な
かったことから、十分な分析が出来ず結果の一般化には
限界があった。
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足指体操が多く、機材を必要としない演習の実施率が高
いことが分かった。一方、自由意見では、機材の手配が
大変、足浴のお湯の確保が大変と記載があり、機材が必
要なフットケアの実施が難しいことが伺える。渡邊らが
提案するセルフケアを目的とした高齢者の足の手入れプ
ログラムでは、参加者が新たに物品を準備する必要がな
いプログラムであり、自宅で実施、継続が出来ることが
報告されている 17）。本調査でのフットケア事業の参加者
は 1 次、2 次予防対象者が多く、自立した生活を送って
いる高齢者である。フットケアの目的を転倒予防とする
場合には、実施する内容の組み合わせを考慮し、本人自
身のセルフケア力を有効に生かすことができると、主催
者の負担が軽減するのではないかと考える。
　フットケアを担当する職種は、足の構造やケアへの基礎
知識を有している看護師、保健師が大半であったが、回答
において人材不足があげられていた。瀬戸らの研究による
と、我が国のフットケアの課題は、人員不足、時間不足、
医療スタッフの知識不足などが挙げられている 18）。今回の
調査では、フットケアに携わる職員の人数は調査してお
らず、人材不足の根拠を示すことは出来ないが、現状で
は全ての人材を担うことは難しいと思われた。フットケ
アを実施していないセンターにおいてフットケアを事業
の中で行う為に必要な体制では、6 割のセンターがフッ
トケアの指導ができる専門職のサポートをあげていた。
フットケアを行う専門職としては、医療や介護の現場で
指導的立場にあるフットケア指導士や糖尿病認定看護師
がある。大八木は、高齢者施設でフットケア指導士、認

表 3　フットケアを事業の中で行う為に必要な体制 複数回答　n=216
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介護予防事業としてのフットケアの現状と課題

The Present State and Foot Care as Preventive Care Service

Yukie Mizumoto*, Shizuko Omote**, Tomoko Hiramatsu***, Emiko Saito****, Masami Yokogawa**, 
Rie Okamoto**, Akie Ichimori**, Keiko Tsukasaki**, Kaoru Kyota**

This study was performed to clarify the implementation status and issues associated with 
foot care in preventive long-term care.
We searched the Internet for community comprehensive support centers where foot 
care information was being provided to elderly people, and found such centers in seven 
prefectures. A survey of 882 facilities was conducted by sending self-administered 
questionnaires by postal mail. We compiled simple statistics on the current conditions and 
issues associated with foot care implementation and analyzed data according to community 
comprehensive support center type.
We received responses from 275 centers （31.2%）. The facilities were classified as follows: 
directly operated city or town community comprehensive support centers （direct-managed 
type）, n = 53 （19.3%）, and outsourced community comprehensive support centers （entrusted 
type）, n = 219 （79.9%）.
Fifty-nine centers had experience with foot care （21.5%）. The most frequent objective 
for foot care was to prevent falls （n = 36 centers, 61.0%）. Fifty-two centers （88.1%） used 
both advice and practical foot care exercises. These exercises consisted of foot care and toe 
movement （n = 40 centers, 67.8%） and foot massage （n = 39 centers, 66.1%）. A significantly 
higher percentage of directly managed type centers offered foot care more than once a 
month （P < 0.001）. Of the centers that did not provide foot care, 136 centers responded the 
requirement for a professional support system for foot care guidance as the reason （63.0%）.
The community comprehensive support centers that had implemented foot care accounted 
for about 20% of the centers that responded, which we consider to be an extremely low 
proportion. It is difficult to secure all of the necessary staff to implement foot care from 
only community comprehensive support centers. Thus, it is necessary to cooperate with 
professionals in communities and to establish a framework in which support can be provided 
by foot care professionals for foot care projects.

Abstract




